
社会福祉法人新潟市社会事業協会 行動計画 

 

１．計画期間 令和 3年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 

 

２．当協会の課題 

 ・職種によって、正職員として採用した労働者に占める女性労働者の割合に偏りがある 

・職種によって、男性の平均勤続年数に対する女性の平均勤続年数の割合に偏りがある 

 

３．目標と取組内容・実施時期 

目標 1：全職種において、正職員として採用した労働者に占める女性労働者の割合を

 50％以上にする 

＜令和 3年 4月～＞ 

○求職者に向けて、女性が活躍できる職場であることの積極的な広報を行う 

○育児・介護・配偶者の転勤等を理由に退職した職員に対し再雇用を促す 

 

目標 2：全職種において、男性の平均勤続年数に対する女性の平均勤続年数の割合を

 80％以上にする 

＜令和 3年 4月～＞ 

○育児・介護休業制度を利用した場合、職場復帰の不安を取り除くための、「職場復帰

プログラム」の受講を積極的に促す 

○柔軟な働き方に対応した諸制度や育児・介護に関する制度等、休業を取得しやすく

するために配慮し、協会内制度の職員への周知・啓発を図る 

○育児・介護・配偶者の転勤等を理由に退職した職員に対し再雇用を促す 

 

 

女性の活躍の現状に関する情報公表 

 

＜令和 3年 1月 1日現在＞ 

①労働者に占める女性労働者の割合 75.9％ 

 

＜令和元年度実績＞ 

①管理職に占める女性労働者の割合 32.7％ 

②採用した労働者に占める女性労働者の割合 75.9％ 

③男女の平均継続勤務年数の差異 99.7％ 

 （男性の平均勤続年数に対する女性の平均勤続年数） 

④労働者一月当たりの平均残業時間 6.0時間 



女性活躍推進法に基づく女性の活躍に関する情報公表 

 

令和 7年 1月 31日現在 

 

＜対象期間：令和 5年度（令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月 31日）＞ 

 

① 【女性労働者に対する職業生活に関する機会に提供】 

 

〇管理職に占める女性労働者の割合 36．9％ 

 

〇男女の賃金の差異 

 男女の賃金の差異 

（男性の賃金に対する女性の賃金の割合） 

正規労働者 99．2％ 

パート・有期社員 99．7％ 

全ての労働者 94．6％ 

※正社員：社外への出向者除く。 

※パート・有期社員：契約社員、アルバイト、パート。 

 

 

・賃金：基本給、時間外手当、諸手当（通勤費を除く）、賞与 

・非正規労働者の人員換算については、正規労働者 1日の所定労働時間 

（1日 7.75時間）で換算した人員数を基に平均年間賃金を算出しています。 

・年功序列型賃金体系のため、経験年数により差異が発生しています。 

 

② 【職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備】 

  

〇労働者一月当たりの平均残業時間 1.8時間 

 


